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主         文 

   １ 湯沢市長が平成１８年６月３０日付けで原告Ａに対してした平成１８

年度固定資産税減免申請不承認処分を取り消す。 

２ 湯沢市長が平成１８年６月３０日付けで原告Ｂに対してした平成１

８年度固定資産税減免申請不承認処分を取り消す。 

３ 原告Ａのその余の請求を棄却する。 

４ 訴訟費用は，原告Ａに生じた費用の１００分の１３と被告に生じた費

用の１００分の２０と原告Ｂに生じた費用を被告の，原告Ａに生じたそ

の余の費用と被告に生じたその余の費用を原告Ａの，それぞれ負担とす

る。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

１ 主文第１項及び第２項と同旨  

 ２ 湯沢市長が平成１８年８月４日付けで原告Ａに対してした平成１８年度国民

健康保険税減免申請不承認処分を取り消す。  

第２ 事案の概要 

本件は，原告らが，被告に対し，原告らの平成１８年度固定資産税の各減免申

請を不承認とした湯沢市長の各処分及び原告Ａの平成１８年度国民健康保険税の

減免申請を不承認とした湯沢市長の処分がいずれも違法であるとして，これらの

処分の取消しを求める事案である。 

 １ 争いのない事実等 

   以下の事実は，当事者間に争いがないか後掲各証拠又は弁論の全趣旨により

容易に認めることができる。 

(１) 当事者 

 ア 被告は，地方税法５条 2 項の定める固定資産税の課税団体であり，湯沢

市市税条例（以下「市税条例」という。）に基づき，同市所在の固定資産
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の所有者に対し，固定資産税を賦課徴収している。 

また，被告は，国民健康保険法３条１項の定める国民健康保険の保険者

でもあり，湯沢市国民健康保険税条例（以下「国保税条例」という。）及

び同施行規則（以下「国保税施行規則」という。）に基づき，世帯主を納

税義務者として，各世帯ごとに算定した国民健康保険税（以下「国保税」

という。）を賦課徴収している。 

 イ 原告Ａ（以下「原告Ａ」という。）は，春から秋までは湯沢市でいちご

栽培を主とする農業に従事し，冬期は仙台方面の建設現場で稼働してい

る。原告Ｂ（以下「原告Ｂ」という。）は，原告Ａの父であり，農業の手

伝いや農産物販売店の店番等をしている。 

   原告Ａは，平成１８年度当時，同人を世帯主として，その妻，長男夫婦

及びその子ども２名，原告Ａの長女及び二男並びに原告Ｂ夫婦（以下，単

に「妻」などという。）と共に生活していた。 

   長男は，建設工事現場で働いている。二男は，電気工事店に勤務してい

たが，平成１８年２月ころ失業した。長女は，美容院のパートをしていた

が，同年１１月に失職した。 

   また，原告Ａ及び同Ｂは，湯沢市内に居住用及び農業用の土地建物等を

所有している。 

(２) 固定資産税の減額及び免除（以下「減免」という。）に関する条例の定

め 

被告においては，地方税法３６７条を受けて，市税条例において，固定資

産税の減免について，次のとおり定めている（乙１４）。 

第６９条 市長は，次の各号のいずれかに該当する固定資産のうち，市長

において必要があると認めるものについては，その所有者に対して課す

る固定資産税を減免する。 

(１) 貧困により生活のため公私の扶助を受ける者の所有する固定資産 
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(２) 市の全部又は一部にわたる災害又は天候の不順により，著しく価

値を減じた固定資産 

(３) 公益のために直接専用する固定資産（有料で使用するものを除

く。） 

(４) 前３号に掲げるもののほか，特別な事由がある固定資産 

(３) 国保税の減免に関する条例及び規則の定め 

被告においては，地方税法７１７条を受けて，国保税条例において，国保

税の減免について，次のとおり定めている（乙１５）。 

第１９条 市長は，次の各号のいずれかに該当する者のうち，必要がある

と認める者に対し，保険税を減免することができる。 

(１) 貧困により生活のため公私の扶助を受ける者又はこれに準ずると

認められる者 

(２) 当該年において所得が皆無となったため生活が著しく困難となっ

た者又はこれに準ずると認められる者 

(３) 前２号に掲げる者以外の者で特別の事情がある者 

（２項以下省略） 

また，国保税施行規則は，国保税条例２条の規定に基づき，条例の施行に

関し必要な事項を定めているが，国保税条例１９条１項に規定する減免につ

いて，以下のとおり定めている（乙１７）。 

第３条 条例第１９条第１項に規定する減免に該当する者は，次に掲げる

者で，次条に規定する調査等により総合的に判断し，国民健康保険税の

納付が著しく困難と認められる者とする。 

(１) 貧困により生活のため公私の扶助を受ける者又はこれに準ずると

認められる者 

ア 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第１１条に規定する扶

助を受けている者 
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イ 次の者で，当該世帯の収入認定額が生活保護法による保護基準

（昭和３８年厚生省告示第１５８号）（以下「本件保護基準」とい

う。）により算定した最低生活費の額以下の者 

(ア) 就学援助等の公的扶助を受けている者 

(イ) 社会事業団体の扶助及び生計を一にしていない者からの扶助

を受けている者 

(ウ) 公私の扶助は受けていないが同程度の生活困窮の状態にある

者 

(２)以下略 

  (４) 湯沢市市税減免に関する取扱要領の定め 

さらに，湯沢市市税減免に関する取扱要領（平成１８年４月２８日訓令第

２３号）（以下「本件取扱要領」という。）は，市税条例及び国保税条例に

定める固定資産税及び国保税等の減免に関し，必要な事項を定めている。 

本件取扱要領は，固定資産税の減免対象者を市税条例第６９条１項１号又

は４号（１号に準ずると認められる者とする。）に該当する者と定め，国保

税の減免対象者を国保税１９条１項各号のいずれかに該当する者と定める

ほか（２条），減免の判定基準について，以下のとおり定めている（乙１８）。 

    第４条 減免の判定には，本件保護基準を参考として用いるものとし，具

体的な判定基準は，次に掲げるとおりとする。 

(１) 判定の対象 申請者（納税義務者）と生計を一にする世帯員全員

の収入，資産等を対象とする。 

(２) 収入金額 減免の申請月から１年間の収入を推計するものとし，

原則として税務資料による前年の所得をもとに，面談，申請書添付

の書類及び調査によって得られた事実による当該年の状況変化を考

慮し，推計する。 

(３) 判定に用いる収入 次の収入とする。 
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ア 給与収入，報酬及び賃金 

イ 事業収入（営業，農業，不動産等） 

ウ 公的年金等 

  （以下中略） 

(４) 最低生活費 本件保護基準により１２箇月分の生活費を算出す

る。  

(５) 手持金（預貯金等） 世帯員全員の手持金（預貯金等）の合計額

から前号の規定による最低生活費の２分の１を控除した額とする。

なお，第３号に掲げる収入が振り込まれている場合は，更に，それ

らを控除した額とする。 

    第５条 減免の承認又は不承認の決定に係る審査の手順は，次に掲げると

おりとする。 

(１) 収入金額と最低生活費とを比較し，生活困窮の度合いを算出する。 

(２) 手持金（預貯金等）の保有状況及び個別の事情を考慮の上，担税

力の有無について審査する。 

(３) 前２号の結果を総合的に判断し，決定する。 

(５) 本件の経過等 

   ア 固定資産税の減免申請 

    湯沢市長は，平成１８年５月中旬，平成１８年度固定資産税として，原

告Ａに対し，６万９４００円を，同Ｂに対し，４万１９００円を，それぞ

れ課税した。 

      原告らは，同月２４日ないし２５日，湯沢市税務課に市税減免（免除）

申請書を提出し，それぞれ，平成１８年度固定資産税の減免申請を行った

（乙１，３）（以下「本件各申請１」という。）。 

      原告Ａは，その際，収入状況等申告書に，同人の世帯の事業所得等とし

て，事業内容については農業，収入については３８６万１９０２円，必要
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経費については４０８万２１３０円，所得については△２２万０２２８円

と記載して提出した（乙２）。 

      被告は，同月，生活保護費の算定表を作成し，原告らの世帯の収入のう

ち，農業収入として，申請者申告は「－２２０，２２８」，収入認定額は

「９７，７７２」とした（乙５）。 

     なお，原告らの確定申告によれば，平成１７年度の農業収入は３８６万

１９０２円，減価償却費は３１万８０００円，農業所得は△２２万０２２

８円とされている（甲８）。 

     湯沢市長は，平成１８年６月３０日付けで，原告らに対し，本件各申請

１をいずれも不承認とした（以下「本件各固定資産税減免申請不承認処分」

という。）。      

     原告らは，同年８月２５日，本件各固定資産税減免申請不承認処分が違

法であるとして，湯沢市長に対し，異議申立てをしたが（乙６，７），湯

沢市長は，平成１９年１月１６日付けで，収入認定額４５６万４９６６円

で最低生活費を４万３６０８円上回るとして，異議申立てを棄却した。 

 イ 国保税の減免申請 

   湯沢市長は，平成１８年７月中旬，原告Ａに対し，平成１８年度国保税

として４５万４０００円を課税した。 

   原告Ａは，同月２４日，湯沢市税務課に市税減免（免除）申請書を提出

し，平成１８年度国保税の減免申請を行った（乙８）（以下「本件申請２」

という。）。 

原告Ａは，その際，収入状況等申告書の事業所得等について，前記アで

認定した固定資産税減免申請における収入状況等申告書と同じ内容を記

載して提出した（乙９）。 

     被告は，同日以降，収入認定額計算書を作成し，原告Ａの世帯の農業収

入を，９万７７７２円とした（乙１０）。 
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     湯沢市長は，同年８月４日付けで，原告Ａに対し，本件申請２を不承認

とした（以下，「本件国保税減免申請不承認処分」といい，本件各固定資

産税減免申請不承認処分と合わせて「本件各処分」という。）。 

     原告Ａは，同月２５日，本件国保税減免申請不承認処分が違法であると

して，湯沢市長に対し，異議申立てをしたが（乙１２），湯沢市長は，平

成１９年１月１６日付けで，最低生活費４５８万６７９３円に対し収入認

定額４５９万０８３４円で最低生活費を４０４１円上回るとして，異議申

立てを棄却した。 

２ 争点とこれに対する当事者の主張 

 原告らは，下記のとおり，(１)本件各処分について，原告らの世帯の農業収

入に関し減価償却費を控除しておらず違法である，(２)本件固定資産税減免申

請不承認処分について，控除すべき実費や医療扶助費算定に誤りがあると主張

しているところ，前記のとおり，固定資産税及び国保税の減免の判定基準は，

いずれも，本件取扱要領において，共通の定めがなされており，同様に取り扱

う趣旨と考えられるから，以下，共通して検討することとする。 

 (１) 争点１（減価償却費を経費として控除しないことの違法性） 

   （原告らの主張） 

被告は，原告らの世帯の農業収入の認定に際し，作業場及び動力噴霧器

の各減価償却費合計３１万８０００円を経費として控除しなかった。 

上記各減価償却費を経費として控除したならば，原告らの世帯の収入認定

額は最低生活費を下回るのであるから，本件各処分は市税条例６９条１項

１号及び国保税条例１９条１項１号の適用を誤った違法な処分である。 

    （被告の主張） 

     農業の収入認定において経費として控除が認められるのは，実際必要額

（実経費）に限定されており，減価償却費は控除の対象とならない。 

よって，原告世帯の収入認定額の算出は適正であり，その認定額は最低生
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活費を上回っているのであるから，市税条例６９条１項１号及び国保税条例

１９条１項１号に該当しない。 

  (２) 争点２（収入から控除すべき実費や最低生活費に加算すべき医療扶助費 

算定に誤りがあること） 

    （原告らの主張） 

被告は，原告らの世帯の収入及び最低生活費について，収入から控除すべ

き諸費用を下記アないしウのとおり，また，最低生活費に加算すべき医療扶

助費をエのとおり，それぞれ認定しているが，本件申請１においても本件申

請２と同額の認定がされるべきである。 

    ア 国保税   本件申請２ ４５万４０００円 

            本件申請１ ２３万２３００円 

    イ 住民税   本件申請２ ８０００円 

            本件申請１ 控除されず 

    ウ 通勤費   本件申請２ ４３万９２９６円 

            本件申請１ ３２万６０００円 

    エ 医療扶助費 本件申請２ ３１万５４３５円 

            本件申請１ ２５万００００円 

    （被告の主張） 

  控除すべき国保税，住民税，通勤費，加算されるべき医療扶助費について

は，申請時の面談や申請書類等の記載内容及び調査によって判断するもので

あるところ，被告は，それぞれの申請時点での資料等に基づいて認定したも

のであるから，本件申請１と本件申請２で額が異なるからといって違法とは

いえない。なお，住民税８０００円については，この金額は確実視できるこ

とから控除すべきであったとも思われるが，仮にこれを控除していたとして

も，収入金額が最低生活費を上回るという認定に相違はなく，結論として，

本件各処分は違法ではない。 
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第３ 当裁判所の判断 

１ 市税減免の実体的要件の判断基準について 

前記のとおり，固定資産税及び国保税の減免について，本件取扱要領４条は，

減免の判定には，本件保護基準を参考として用いるものと定め，同条４号にお

いて，最低生活費については，本件保護基準により１２か月分の生活費を算出

すると規定している。 

 ところで，地方自治法２４５条の９第１項及び第３項の規定により，都道府

県又は市町村が法定受託事務を処理するに当たりよるべき基準の定めとして，

厚生省社会局長から各都道府県知事・各指定都市市長あてに本件保護実施要領

（乙１９）が発せられているところ，生活保護制度は，困窮の程度に応じ必要

な保護を行い，最低限度の生活を保障するものであり（生活保護法１条），一

般的に困窮の度合いを判断する根拠として認知されているものであるから，本

件保護実施要領は，本件保護基準とともに，申請者の収入及び最低生活費の認

定について，減免申請の判定の基準となるものと解される。 

２ 争点１（減価償却費を経費として控除しないことの違法性）について 

(１) 本件保護実施要領の収入認定について 

証拠（乙１９，２４）によれば，本件保護実施要領は，野菜の農業収入の

認定について，「販売価格×売却量＋自給量を金銭換算した額－必要経費＝

収入」として算定すると定めていること，勤労控除として，基礎控除，特別

控除，新規就労控除，未成年者控除，その他の控除を定め，農業収入又は農

業収入以外の事業（自営）収入の基礎控除については，生産必要経費又は事

業必要経費を控除した後の収入額によることとしていること，農業収入を得

るための必要経費とは実際必要額の趣旨であって，減価償却費は含まれない

ことがそれぞれ認められる（生活保護の考え方の中では，減価償却すべきよ

うな資産の保有が想定されていないためであると考えられる。）。 

(２) 本件の取扱いの違法性 



            

- 10 -

     本件についてこれをみると，原告らの世帯の農業収入に係る減価償却費

は，事業収入からの控除が認められる必要経費には該当せず，他にこれを控

除として認める規定も存しないため，事業収入から控除することは認められ

ないから，減価償却費を控除していない点に問題はない。 

 (３) 原告らの主張について 

ア 本件保護実施要領を適用し，減価償却費の控除を認めないことについて 

   (ア) 原告らは，本件取扱要領は，収入については，前記のとおり，税務

資料による前年の所得をもとに推計すると定めているのであって，本件

保護実施要領に基づいて収入金額を認定する条例上の根拠はないこと，

実質的にみても，本件保護基準は，要保護者に対して給付される生活扶

助等の基準額を定め，最低生活費算定の基準となるのに対し，本件保護

実施要領は，資産の活用や収入認定等の生活保護実施に係る全般的な事

項について定めるものであって，本件保護基準に含まれるものでないこ

と，作業小屋や動力噴霧器は農業に不可欠であり，この取得費用につい

て減価償却費を認めないとすれば実際の収入状況とかけ離れたものに

なることなどを主張する。 

   (イ) しかし，本件取扱要領５条によれば，減免の承認又は不承認の決定

に係る審査の手順は，まず，収入金額と最低生活費とを比較し，生活困

窮の度合いを算出することとされており，最低生活費については本件保

護基準により算出するとされているのであるから，収入についても本件

保護基準，ひいては本件保護実施要領に基づいて比較することには合理

性があるということができる。 

また，前記の本件取扱要領４条２号の定めは，収入金額について，「税

務資料による前年の所得」のみを基準とするとはなっていないこと，

「原則として」とあり例外を予定していること，「所得をもとに」と定

め所得をそのまま資料とすると断定するものでないことが認められ，さ
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らに，本件保護実施要領における収入認定の定めを全体としてみれば，

経費として実際に必要な最小限度の額を認定することとしており，生活

困窮の度合いを判断する指標として妥当性を有すると解される。 

これらによれば，収入の認定において本件保護実施要領を適用するこ

とには合理性が認められる。 

  イ 原告らについてのみ減価償却費を経費として控除しないことの違法性 

    (ア) 原告らは，被告は，他の事業収入のある市税減免申請者については，

申請者の事業収入に係る経費に減価償却費が含まれているか否かを問

題とすることなく申請どおりの申告所得を税務資料による前年の所得

として取り扱っており，税法上の申告所得をもって収入を認定する運用

をしていたことを指摘し，原告らの世帯についてのみ，確定申告書等を

閲覧して減価償却費を調査し収入の認定をしたものであって，平等原則

に反し，裁量権の逸脱であると主張する。 

    (イ) しかし，原告らの提出する甲３ないし７によっても，殊更に，原告

ら以外の４名について，原告らと異なる取扱い（減価償却費を経費とし

て認める取扱い）をしたと認めるに足りないし，仮に，その者らについ

て，減価償却費を控除する取扱いがされていたとしても，そのことのみ

をもって，本件保護実施要領に則った本件各処分が違法となるとまでは

いえない。 

ウ したがって，農業収入の算定に当たり減価償却費を控除しなかった点に

おいて本件各処分が違法であるとの原告らの主張は理由がない。 

 ３ 争点(２)（収入から控除すべき実費や最低生活費に加算すべき医療扶助費算

定の誤り）について 

  (１) 証拠（甲１，２の１・２，乙１ないし１３，２１，２２，証人Ｃ，原告

本人）及び弁論の全趣旨によれば，以下の事実が認められる。 

 ア 被告においては，固定資産税及び国保税の減免申請があった場合，減免
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申請時を基準として，申請時の面談や申請書類等の記載内容及び調査によ

って判断する。これらの申請についての不承認処分に対する異議申立てに

対しても，同様に，申請時における面談や申請書類等の記載内容及び調査

に基づいて判断する。 

イ 本件各申請１の際，原告Ａは，収入状況等申告書に，医療費については

年間２５万円と記載して提出した。原告Ｂは，収入状況等申告書に，医院

代は月平均２万円と記載して提出した。原告らは，これに関して資料を提

出しなかった。 

ウ 本件国保税減免申請の際，収入状況等申告書に，通勤費については３万

９３００円（月平均の趣旨），国保税については４５万４０００円，住民

税については２人分計８０００円，医療費については３万７５００円（月

平均の趣旨）と記載して提出した。その際，医療費については資料ととも

に，通勤費については金額の内訳を詳細に調べて申告した。 

エ 被告は，そのころ，原告Ａの本件国保税減免申請に対し，先の固定資産

税減免申請に対する不承認処分の決定の時と同額の控除額を認定し，本件

国保税減免申請不承認処分を行った。 

オ 原告らは，同年８月２５日の本件各処分に対する異議申立て後行われた

手続において，本件各固定資産税減免不承認処分についても，国保税の減

免申請時に提出した住民税及び通勤費の資料などに基づいて口頭陳述を

行った。 

カ 被告は，同年１２月１３日までの間に，医療扶助費については原告方を

訪問し確認したり，通勤費については実際にかかる費用を計算するなどし

て調査した。 

キ 被告は，カの調査結果に基づき，国保税については，減免の申請日の時

点に遡って認定を見直し，収入認定額計算書の国保税については４５万４

０００円，住民税については８０００円，通勤費については４３万９２９
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６円，最低生活費計算書の医療扶助費については３１万５４３５円と修正

した。しかし，固定資産税については，減免申請の時点で資料が提出され

ていなかったことから，減免申請不承認時の認定を修正しなかった。 

(２) 通勤費及び医療扶助費について 

 ア 前記争いのない事実等及び上記認定事実によれば，被告においては，固

定資産税及び国保税の減免申請に対しては，減免申請時を基準として，申

請時の面談や申請書類等の記載内容及び調査に基づいて判断しており，こ

れは異議申立てに対して判断する場合も同様とのことであるが，本件国保

税減免申請不承認処分に対する異議申立てで修正され認定された通勤費

及び医療扶助費の算定の基礎となる事情は，本件国保税減免申請時に客観

的に存在した事情ということができる。 

そして，前記のとおり，本件申請２は平成１８年７月２４日に行われて

いるところ，本件各固定資産税減免不承認処分はそのわずか１か月足らず

前である同年６月３０日に行われているのであり，その間に原告らの世帯

に通勤費や医療費等に影響を与えるような事情の変化はうかがわれない。 

 これらによれば，本件国保税減免申請不承認処分に対する異議申立て手

続において修正され認定された通勤費及び医療扶助費の算定の基礎とな

る事情は，本件各固定資産税減免申請不承認時にも客観的に存在したと認

めるのが相当である。    

イ 被告は，本件取扱要領の規定の体裁などから，あくまで減免申請書の記

載内容，その添付資料及び調査をもとに減免申請時に立って推計するもの

と主張するもののようであるが，当該処分の判断が，処分時に客観的に存

在した事情と齟齬する場合には，やはり当該処分には瑕疵があるというべ

きであって，被告の主張は採用できない。 

   ウ 以上述べたところによれば，原告の主張するとおり，通勤費，医療扶助

費については，本件申請２と同額の金額が認定されるべき事情があったと
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いうことができる。そうすると，最低生活費は合計４５８万６７９３円，

収入は４４５万１６７０円となり，収入が最低生活費を下回るのであっ

て，収入が最低生活費を上回るとしてされた本件各固定資産税不承認処分

は，取消訴訟でいう違法があるということができる。 

４ 以上の次第であるから，原告らの請求のうち，原告らが被告に対し本件各固

定資産税減免申請不承認処分の取消しを求める部分はいずれも理由があるから

これを認容し，その余については理由がないからこれを棄却することとし，主

文のとおり判決する。 
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